
ＪＲ北海道の事業範囲見直しに係る関係者会議（第３回）議事録 

 

                      日時：平成 30年 8月 21日(火)14:30～15:45 

                      場所：知事会議室 

 

（高橋知事） 

 それでは冒頭、一言ご挨拶をさせていただきます。 

 本日は、ＪＲ北海道の事業範囲見直しに係る、第３回目の関係者会議にご出席をいただき、誠に

ありがとうございます。 

 今回、国交省蒲生局長、そしてＪＲ貨物新貝社長におかれては、初めてご参加をいただき、それぞ

れ大変お忙しい中、札幌までわざわざお越しいただき、ご参加いただきましたことを、心から感謝

を申し上げます。 

 さて、これまで当会議においては、２回にわたり、ＪＲ北海道さんの事業範囲見直し問題の解決

に向け、様々な議論を行ってまいったところでございますが、こうした中、先月の２７日には、石井

国土交通大臣から、ＪＲ北海道の経営改善に関する国としての考え方が、国交省さんとしての考え

方が、示されたところであります。 

 内容につきましては、これまで地域が求めてまいりました国の実行ある支援についての考え方が

一定程度反映され、北海道における持続的な鉄道網の確立に資するものと受け止めさせていただく

一方で、地域の支援に関しましては、負担の根拠や規模、地方財政措置の内容など、今後、道民の皆

様方の理解を得ていく上で、整理すべき課題があると、このように考えるところであり、先の道議

会における特別委員会における議論につきましても、様々な質疑が行われたところでございます。 

 こうした状況を踏まえまして、本日は、まず冒頭、蒲生局長の方から国交省としての考え方の詳

細について、ご説明をいただくとともに、地域としての疑問点や、今後整理すべき課題などについ

て、意見交換をさせていただければと、このように考えるところであります。 

 また、今回法律に基づく監督命令を受けたＪＲ北海道におかれては、改めて経営再生に向けた考

え方や、今後の決意などについて、お話をいただければと、このように考える次第であります。 

 道といたしましては、これらの議論を通じまして、引き続き、ＪＲ北海道の問題の解決に向けた

地域での検討・協議を加速させていきたいと考えているところであり、本日も活発な議論を心から

お願いをいたします。 

 

（黒田交通企画監） 

 最初に鉄道局の蒲生局長からＪＲ北海道の経営改善についてご説明をお願いいたします。 

 

（蒲生鉄道局長） 

 それでは私の方から資料１と２についてご説明いたします。私、先ほどご紹介にあずかりました

けど、前局長の藤井が交代いたしまして、７月３１日付けで鉄道局長に着任しました。ＪＲ北海道

に関する諸問題につきまして、ここにお集まりの皆様のご理解とご協力を賜りながら、一つ一つ、

しっかりと対応して参りたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。本日は、

先月２７日に国交大臣より発表いたしました、ＪＲ北海道の経営改善に関する国としての方針・考

え方につきましてご説明さしあげます。 

 まず資料の１でございますが、こちらの方にＡ３版の１枚紙がございます。「ＪＲ北海道の経営改

善について」となっています。これと「事業の適切かつ健全な運営に関する監督命令」という資料。



こちらがＡ４でございまして、資料２という形で４枚紙が配布されております。主にＡ３の方にま

とめておりますので、Ａ３の１枚紙を用いて説明させて頂きます。 

 今回、大臣より発表いたしました内容につきましては、大きく２点ございます。左側の青い部分

と右側の黄色い部分、二つ大きな柱がございます。一つ目は左半分ですが「ＪＲ北海道の経営改善

に向けた取り組み」という標題をつけております。これは、右半分にありますＪＲ北海道に対する

「関係者による支援・協力」を行う前提として、北海道新幹線の札幌延伸の効果が発現する平成４

３年度の経営の自立に向けまして、ＪＲ北海道において、これから実施して頂きたい事項を整理し

たものでございます。ＪＲ北海道の経営改善は待ったなしの状況であると我々認識しており、ここ

に掲げられている事項につきましては、不退転の決意で直ちに実行に移して頂きたいという大臣の

強い思いもございまして、発表当日の７月２７日に、島田社長に対しまして、ＪＲ会社法に基づき

ます監督命令という形で発出させていただいております。 

 資料の左側、青枠の中に点線が入っておりまして、大きく３つに整理されております。監督命令

の内容としては大きく３点ございますが、一番上でございますけども、経営の自立に向けて取り組

んで頂きたい項目で、例えば「○丸」の部分がございますが、札幌市圏内における非鉄道部門も含め

た収益最大化、新千歳空港アクセスの競争力の強化（快速エアポートの増強）としております。さら

にインバウンド観光客を取り込む観光列車の充実、そしてコスト削減や意識改革などということで

こちらの方には４項目を掲載しておりますが、４枚紙の詳細の方に関しましては８項目全て掲載さ

れておりますので、後でご覧頂ければと存じます。 

 次に事業範囲の見直しについてです。この点に関しましては、北海道庁が本年３月に取りまとめ

られた北海道交通政策総合指針における整理も踏まえまして、鉄道よりも他の交通手段が適してお

り、利便性・効率性の向上も期待できる線区については、地域の足となる新たなサービスへの転換

を進めるとしているところでございます。 

 次でございますが、また、利用が少なく鉄道を持続的に維持する仕組みの構築が必要な線区に関

しましては、平成３１年度及び平成３２年度を第１期集中改革期間といたしまして、ＪＲ北海道と

地域の関係者が一体となって、路線維持に向け、利用促進やコスト削減など、あらゆる取組みを実

施していただき、２次交通も含めたあるべき交通体系につきまして、徹底的に検討を行っていただ

きたいということを考えているところでございます。 

 実際の取り組みの内容は、各線区毎に、ＪＲ北海道と地域の関係者を中心にこれから検討して頂

き、第１期集中改革期間の事業計画として、年度内にＪＲ北海道において取りまとめて頂くことに

なります。この検討におきましては、沿線自治体の皆様にも積極的に関わって頂き、具体的な取組

内容について様々なアイデアを頂戴したいと考えておりますので菊谷会長、棚野会長におかれまし

てはご協力の程よろしくお願いしたいと思っております。また、道庁におかれましても、市町村と

密接に連携をとってご対応いただきますようお願いいたします。国においても、しっかりサポート

させて頂きたいと考えております。 

 また、この事業計画に盛り込まれる取組でございますが、それらが、各路線の利用者や収入にど

う反映されたかといったことを事後的に検証できるよう、様々な指標、ＫＰＩを設定することを考

えております。この検証は、各線区毎に、ＪＲと地域の関係者が中心となって毎年度行い、その結果

を３３年度以降の第２期の集中改革期間の取り組みに反映させていくことを考えております。 

 第２期集中改革期間は、平成３３年度から平成３５年度の３年間を想定しております。最終年度

の３５年度におきましては、ＪＲと地域の関係者が中心となって５年間の取り組みについて総括的

な検証を行い、その結果を踏まえ、事業の抜本的な改善方策や各地域におけるあるべき公共交通の

姿などにつきまして検討を行って頂くことを考えておるところでございます。 



 最後の一番下の点線の下でございます。最後はＪＲ北海道の経営改革に関してでございます。Ｊ

Ｒ北海道におきましては、ただいま申し上げた第１期の集中改革期間における事業計画以外に、平

成３１年度から３５年度までの中期の経営計画、さらに平成３１年度から４２年度までの長期経営

ビジョンを策定して頂くことになります。これらの計画やビジョンに盛り込んだ取り組みにつきま

しては、四半期毎に鉄道局と共に検証を行い、情報を開示していくことを考えております。ＪＲ北

海道におかれましては、こうした検証を可能とするための社内体制やシステムの構築などをお願い

したいと考えておるところでございます。以上が左側のＪＲ北海道の経営改善に向けた取組の説明

でございます。 

 次に、右の方でございます。黄色の枠で囲ってある関係者による支援・協力につきましてご説明

さしあげます。 

 国におきましては、ＪＲ北海道の徹底した経営努力を前提といたしまして、ＪＲ北海道が経営自

立するまでの間、地方自治体や関係者の皆様と共に必要な支援、協力を行っていきたいと考えてお

ります。 

 今回発表いたしました国の支援の規模は、平成３１年度及び平成３２年度の２年間で、総額４０

０億円台となっております。支援期間を２年間としておりますのは、国の支援が、国鉄清算事業団

債務等処理法の規定に基づきまして、鉄道運輸機構の特例業務勘定を通じて行われておりますので、

その支援の期限が、法律上、３２年度までとなっていることを受けたものでございます。 

 支援の内容は、この資料の（１）から（４）に記載がありますが、大きく４つの柱から成り立って

おります。これは、ご出席の高橋知事、菊谷会長、棚野会長をはじめとするオール北海道の皆様か

ら、昨年１２月と今年の７月に頂いたご要望にございました北海道固有のコスト負担軽減などを踏

まえまして、財政当局とも協議のうえ決定させていただいたものでございます。 

 この４つの柱の中では、特に（１）に掲げました利用が少なく鉄道を持続的に維持する仕組みの

構築が必要な線区における鉄道施設及び車両の設備投資及び修繕への支援につきまして、国の支援

が、地方自治体等からも同水準の支援が行われることを前提としている点につきまして、いくつか

ご意見を頂戴しておりまして、この点に関しまして、私の方から若干のご説明をさせて頂きます。 

 まず、地域の負担に関する法的根拠が不明確なまま、国と同水準の負担を地域に求めているのは

如何なものかどうかというご意見に関してです。 

 今回、ここにあります（１）に係る支援につきましては、地域の皆様に国と同水準のご負担をお願

いしているところでございますが、これは、持続可能な地域公共交通の実現に関しましては、地域

の関係者が主体的に考え、行動することが必要である。例えば最近ですね、平成１９年に出来まし

た地域公共交通活性化・再生法、こういった法律の考え方などもこういった考え方に基づいており

まして、地域公共交通に関する基本的な考え方に基づきまして、お願いをさしあげているというこ

とでございます。 

 次でございます。現在、鉄道事業者に対する国の支援制度におきましては、国と地域で同水準の

補助を行っているような既存の仕組みが各種ございます。このほか、地域の主体的なご判断に基づ

きまして、赤字ローカル線の維持に関しまして独自の支援制度を設けているところもあります。い

ずれにいたしましても、これらにつきましては、個別の法的根拠に基づいて行っているものではな

いということを我々の方も承知しておりますが、いずれにいたしましても、地域公共交通を地域の

皆様で支援するという考え方に基づいてお願いをさしあげているということでございます。 

 また、もう一つの指摘としては、地域が支援を行う上で不可欠となる地方財政措置の内容が明ら

かになっていない中、地域に負担を求めるのは如何なものかというご意見も頂戴しているところで

ございます。 



 この点、当省におきましても、道内の自治体の厳しい財政状況に関しましては十分承知している

つもりでございます。何らかの地財措置が必要だと思っております。この点、道庁ともよくご相談

の上、所要の地方財政措置を要求して参りたいと考えているところでございます。 

 この他、何点か申し上げます。まず、平成３３年度以降の国の支援がどうなるのかという点でご

ざいますが、先ほど申し上げましたとおり、鉄道運輸機構の特例業務勘定を活用したＪＲ北海道に

対する支援は、国鉄清算事業団債務等処理法の規定に基づきまして、支援の期限が平成３２年度末

となっております。このため、平成３３年度以降も国による支援を継続するためには、期限を延長

する法律改正が必要となって参ります。 

 改めて申し上げるまでもありませんが、法律改正には、国がＪＲ北海道に対して支援を継続する

ことについて、国民の理解を得る必要がございます。このためにも、来年度からの２年間でＪＲ北

海道と地域の方々が一緒になってしっかりとした取組みを行い、目に見える成果を上げていただけ

ればという風に思っているところでございます。 

 最後、一番下の方でございますが、また、ＪＲ東日本におきましては、これまでもＪＲ北海道に対

しまして様々なご支援を頂いているところでございます。引き続き、新幹線ネットワークを活用し

た連携、人的支援、技術支援、観光分野の協力など、最大限の協力・支援を求めて参りたいと考えて

おります。 

 以上、ＪＲ北海道の経営改善に関しまして、先月２７日に公表した内容をご説明申し上げました

が、いずれにいたしましても、ここにご出席頂いている皆様のご理解とご協力なしでは実現しない

ものばかりでございます。よろしくお願い申し上げたいと思います。 

 

（黒田交通企画監） 

 ありがとうございました。それでは、知事からお願いいたします。 

 

（高橋知事） 

 蒲生局長、ご説明ありがとうございました。 

 私の方から冒頭ご発言させていただきます。 

 ご案内のとおり、道では、先月２７日の国交大臣の発表の直後に、菊谷会長、棚野会長の両会長と

私の３名の連名で地域としての考え方に関する共同コメントを発表したところでありますが、本日

は、改めて、お手元に配付したコメントや道議会におけるその後の議論等を踏まえ、課題と考えら

れる事項について、数点お話しさせていただきます。 

 まず、負担の考え方でございますが、今、蒲生局長からは、国鉄債務等処理法に基づき、ＪＲ北海

道に対する支援を行っているところであり、今回示された支援についても、この枠組みに基づいて

実施されるものと承知しているところでありますが、今、局長が加えてご説明された法的根拠の部

分、あるいは、国と地方の同水準の負担の考え方、それから、地財措置の考え方など、今日、説明さ

れたことを議事録として残して、我々、地方として勉強させて頂ければと思いますが、まず先だっ

て行われた道議会における議論をご紹介申し上げれば、やはり、地域が負担を行う法的な根拠がな

いという指摘が議員から多く出ておりました。 

 また、どうして同水準の負担するのかという、そのことについても多くの疑問が出されたところ

であり、こういう道議会における各議員の方々のご指摘というのは、当然、それぞれの地域の首長

さんや住民の方々の思いが背景として出ていると理解するところから、今日の蒲生局長の説明をお

伺いしたうえで議論を深めるスタートラインとしたいと考えているところであります。 

 これは局長も、私自身も理解しておりますが、道内自治体は全国でも自治体との比較において、



極めて厳しい財政状況にあるところで、そういう中で今回、大臣から示された考え方においては、

地域が負担可能な支援規模がどれくらいなのかということの具体的なご提示がなかった。また、支

援を行う上で、私どもでは不可欠と考える地方財政措置についても明らかとなっていない状況であ

ります。 

 地域の負担につきましては、我々が負担できる規模にしていただくことが何より重要であり、加

えて地財措置については、国交省から総務省へ要求事項と私は理解しております。 

 負担軽減と地財措置が一体的に、かつ具体的に講じられることが、私たちにとっては不可欠と考

えるところであり、しっかりとした総務省との折衝をお願いを申し上げます。総務省との折衝につ

いては、局長からこれからしっかりやりますとのお話を先ほどいただきました。我々とも相談する

という話もありましたので、我々も知恵を出させていただければと考えております。 

 そして大きな３点目としては、検証についてであります。 

 ＪＲ北海道は経営改善に向けて、これから支援の成果が上がっているかどうかということについ

て検証を行うと、道としても、支援ということを色々と議論する上で、地域とともに主体的に検証

作業には参画していかなければならないとの考えでありますが、今回、この国交省としてどのよう

な検証の具体的な手法や内容を考えているのか、お示しをしていただいていないところであります。 

 ここに向けてしっかりと議論させていただきたい。このことについて、先日の道議会でも議論が

あり、これからのＪＲ北海道の取組や地域の協力を誰がどのように評価するのか、ということにつ

いて大変重要な課題であり、国からの一方的な制度設計とならないようにすべきという道議会での

議論があったところであり、是非、検証の枠組みや進め方について、地域と十分に協議の上、制度設

計をしていただければと考える次第であります。 

 特に、これから２年間の法律改正前の状況について局長からも言及がありましたが、平成３３年

度、２０２１年度になるのでしょうか、法改正に向けた検証については、時間的な制約もある中で

具体的にどの様な成果をあげることが求められているのか、地域から疑問の声も挙がっており、現

時点におけるイメージをお持ちであればお伺いしたいと思います。   

 また、局長の説明とでは順番が後先になるが、鉄道よりも他の交通手段が適しており、利便性、効

率性の向上を期待できる線区についての考え方のお示しを、局長からも追加的なご説明があったと

ころであります。こういった線区につきましては、道としても、それぞれの線区における最適な公

共交通体系のあり方について、道の交通指針に基づいて、地域の皆様と徹底的な十分な議論を今尽

くしつつあり、地域の理解を得ながら対応していくことが必要と考えており、この点についても、

改めて国交省としての考え方を確認させていただきたいと思います。 

 冒頭、私からの広域自治体の立場からのコメントに加えて、市長会、町村会からも話を頂くとこ

ろでありますが、いずれにしても今日の関係者会議における局長の説明を本格的な議論としての出

発点として、今後、各自治体における議会、地域における検討・協議の場において、国の協力・支援

のあり方について、議論を深めていくため国交省におけれては、ご理解を頂ければと思う次第であ

ります。 

 厳しい経営状況にあるＪＲ北海道の経営再生に向けては、これまでの経緯を踏まえますと、ＪＲ

北海道の経営に強い権限を有する国が中心的な役割を担う必要があり、国におかれては、引き続き、

このような立場に立って、地域の実情や意見を踏まえるとともに地域と十分に協議の上、制度の構

築を行うよう強く求めるものであります。 

 また、最後にＪＲ北海道にも申し上げたいと思います。ＪＲ会社法に基づく監督命令を受けられ、

それを踏まえて社長として不退転の覚悟で徹底した経営努力を行うということをお話していただい

ているという認識をいたしております。 



 今後、ＪＲ北海道においては、命令を踏まえて、収益の増加やコストの削減などをはじめとする

経営改善に向けた取組について早急に検討を行い、具体的な収支などの経営見通しを、早期にお示

しいただきたいと思います。 

 

（道市長会 菊谷会長） 

 この度は、蒲生局長ありがとうございます。さきほど説明をいただきましてですね、限られた条

件、２年間という条件の中ですから、やむを得ないものもたくさんあると思いますけれども、ただ、

我々としては、さきほど法的根拠がないままという話もありましたけれども、例えば、ローカルな

ネットワークなのか、全国的なネットワークなのかによって、ずいぶん、言われが違います。 

 例えば、宗谷本線のように国益にかなう、領土防衛ですとか、そのような課題を抱えているとこ

ろと、本当にローカル的な鉄道とで一色単にしていいのかという問題も一つあるのではないかと。

そういう意味では単純に地方に負担を求めるというのは、もっと整理をしていただかないと、一律

に地方に負担を求めるというのは、いかがなものかという気がいたします。 

 それとまた、地財措置、さきほど知事からお話がありましたけれども、もうひとつ言わせていた

だきますと、財務省の立場で言うとよく地方自治体に対して今、基金の話をされることが多いので

すけれども、残念ながら表向きの財政と実質とは相当違いがありまして、たとえば、潜在負債とい

う言葉があるように、実は庁舎も相当老朽化したけれども、直すお金が、財政措置がなくてできな

い。ただ、直さないまま取ってあるというものが相当ございます。 そのために基金を貯めます。た

だ、それも財務省的にいわせると、基金を積んでいるので財政状況が良いのではないかという論理

にすり替わってしまいます。ですから、やはり、地方自治体はこれから人口減少、生産年齢人口の減

少が、市町村税と固定資産税なんですけれども、この二つがダブルで減少する可能性が極めて高い

のですね。それも都市部と違って、一気にいく可能性が高い。そうなりますと、もっと財政的に厳し

くなってくる。 

 したがって、もっと長期的な視点で、財政措置というものを考えていただかないと、単に地方に

負担を求めるといってもですね、そんな単純なことではいかない。生活インフラを支えているのは、

市町村でありますから、それをやめてまで他に回すということはなかなか困難であると。こういう

ことがありますので、それは良くご理解をいただければなと思います。 

 それとまた、過疎と非過疎というものがあります。過疎自治体というものはある程度、財政措置

は恵まれてますので、この違いも地域によっては、同じ沿線の中でも相当違いがありますので、そ

このところの財政的な整理もしていただかないと、なかなか一律にはいかないのではないかと思い

ます。 

 それからもうひとつ、バス転換の話なのですけれども、実際私ども、棚野町長もそうですけれど

も、実際にバス転換をした町なのです。それから３０年ちょっと経ちまして当時、基金をいただい

てやってましたけれども、ほぼ使い果たしている状況にあります。したがってですね、単純にバス

転換、本当に正しいのかと。今、我々がやっているのが、路線の便数の減少であるとかですね、実は

同じようなことをやっている。ですから、もっと抜本的に地方公共交通網というのを考えていかな

ければならない。それを、単純にバス転換でどうですかと言われてもなかなか住民としても、すん

なり落ちないのではないかと思いますので、このためには、一定の時間というのが最低限必要では

ないかと、そう思いますので、是非、そういうことを考えていただきたい。 

 それと、もう一つですね。過疎地域というのは運転手不足がもっと深刻になってまいります。私

どもも、合併した大滝村というものがあるのですが、実は、ほとんど、専門職種の人材が集まりませ

ん。給料を上げればいいのではないかという議論もありますけれども、実は、給料を上げても集ま



らない自治体もあります。そういうことを踏まえて、単純にバス転換ということではなくて、もう

少し、広い意味で、公共交通というのを考えていただかないと、実態にそぐわない結果になるので

はないかなと、このように考えておりますので、是非、一定の時間をいただいて、きちんと、市町村

と向き合って議論をしていただければなと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。以上

でございます。 

 

（道町村会 棚野会長） 

 今回の一連の流れの中で常に思っていたのが、国の責任というものがやはりあるだろうというこ

と。この問題は本来、国とＪＲ北海道の問題。国がそのことについてどう考えているのかというこ

とを前提に、議論をしなければならないという思いがありました。 

今回、国がＪＲ北海道に監督命令を出したことは、いみじくも国に責任があるということを公に

したものと受け止めています。しかし、ＪＲの経営改善の矛先が、単に地方の切り捨てや地方の負

担に繋がっては本末転倒です。 

国の方針が新たな出発点になるという認識のもと、我々も真摯に将来のことを考えながら議論を

深めていきたい。 

トンネルや橋梁など、下の部分の維持管理を自治体が一緒になって負担をしていくことは到底あ

るべき姿ではありません。最低限の生活インフラ、経済活動インフラの中で、道路にしても、空路に

しても、港にしても、そして鉄路にしても、国はそういう部分に対する思いがあってよいのではな

いでしょうか。それを含めた地域の負担については、なかなか理解されないと思います。このこと

をしっかりと受け止めた中で負担のあり方を議論していただきたい。 

そういう意味では、今回の国の考え方の中で、国と地域が「同水準」ということについては、重い

受け止めにならざるを得ません。少し違うのではないかと思います。そのことと、地方財源措置の

両方が整っていなければ、地域の負担ということにはなりません。しっかりとした対応をお願いし

ます。 

ＪＲや地域の取組の検証は必要だと思う。そのことも踏まえて、これから２年間の取組について

真剣に議論しなければならないが、ここで地域の負担について検討されてしまうと、その議論が小

さくなってしまいます。こういうことは将来の夢を持ってやるべきこと。 

我々もＪＲと一体となって頑張ろうと思っています。地域の経済活動とＪＲの運行を絡めて、そ

してインバウンドも含めて取り組むので、必ず成果はあがります。２年間やってみて駄目なら、我々

も真摯に受け止めざるを得ない。そういう思いでやっているので、少なくとも準備等々を考えたと

きに、この２年間は現在の法律の中で、国がＪＲをしっかりと支え、地域は利用促進や地域の特色

を活かした観光施策と連携した取組を進めるべきです。 

北海道の観光は非常に大きな可能性を秘めているが、北海道があまりにも広すぎるため、今まで

は札幌中心の活動にならざるを得ませんでした。これからは空港民営化も含め、空路、道路、航路、

そして鉄路をいかに絡めていくかが重要となり、その中で鉄道は「背骨」としての役割を果たして

います。 

特に今回の事業範囲の見直しは、北海道の東半分が対象。この地域は、これからの日本の観光の

中で大きな役割を果たそうとしています。国内外から多くの方に来ていただき、ゆっくり地域を回

っていただく。地域の経済活動を観光に結びつけ、それによって地域が活性化するのであれば、鉄

道が赤字であっても、そこは残すべきだと思います。それは日本の為になる。そういう思いで我々

は努力をしたい。 

これまでも、５つの地区町村会が連携して、道東・道北を周遊する観光列車の実現を要望してき



ました。稚内から旭川、富良野を通り道東へ抜ける。この背骨の部分を要望しています。これが大事

なのは札幌を通らないこと。このことをぜひご理解いただき、この背骨の部分の観光というものを

しっかりと受け止めて欲しい。 

最後になりますが、今、各地域の活性化に向けて各々が頑張っている最中です。そういう意味で

は、今回の問題は非常に重要で、一生考えていかなければならない課題です。地域は真摯に取り組

んでいるので、これをしっかりと受け止めて欲しい。今回の方針は、あくまでもスタート地点とい

う認識で今後の地域との協議に臨んでいただきたい。 

 

（ＪＲ北海道 島田社長） 

 毎回のことではありますが、当社の問題に関しまして、このような形ばかりではありませんが、

知事を先頭に関係者が集まって真剣にどう解決すべきかということについて、相談に乗っていただ

いていることにつきまして、感謝を申し上げたいと思います。 

 まず、先月出されました監督命令の受け止めについてですが、７月２７日に国土交通大臣より監

督命令を受領したことを重く受け止めるとともに、不退転の決意で安全の再生、収益の拡大、コス

ト削減、意識改革に取り組み、経営改善を着実に実行していく所存であります。 

 また、地域の皆様と一体となって、北海道交通政策総合指針が目指す、北海道の実情を踏まえた

鉄道網の確立に全力で取り組むとともに、２０３０年度の北海道新幹線の札幌開業を機に、安全の

確保を大前提として、現在抑制されている新幹線の高速輸送機能を最大限発揮することによって、

経営自立を果たしてまいりたいと考えております。 

 当面の取組ですが、経営改善を着実に実行するため、平成３１年度から平成３５年度までの中期

経営計画、平成３１年度から平成４２年度までの長期経営ビジョンを、命令にもありますので、今

年度中に策定いたしまして、先ほど局長からご説明がありましたように、国から示された支援の継

続に国民全体の理解を得るため、まずは２年間で目に見える効果が示せるよう全力をあげてまいる

所存です。 

 また、「集中改革期間」の成果検証の仕組み・体制づくりなどについては、この場でもご意見がで

ておりましたが、今後、関係者のご協力をいただいて、どのようにあるべきかについて、取り組んで

まいりたいと考えております。 

 なお、老朽車両・設備の円滑な更新や、鉄道を持続的に維持する仕組みを構築するためには、ご支

援を含む長期収支計画の策定が必須であり、また、この計画は地域の皆様からのご支援について、

ご理解をいただくためにも必要と認識をしております。 

 ついては、当社が経営改善の着実な進展に全力をあげることを前提として、「国鉄清算事業団債務

等処理法」の早期改正を強く要望するとともに、持続可能な地域交通の維持のためには地域の皆様

からのご支援・ご協力が不可欠であり、地域の皆様のご理解がいただけるよう、今後も当社として

も努めてまいりたいと思っております。 

 

（ＪＲ貨物 真貝社長） 

 先ほど、先月２７日に発表されました国からの支援策を中心にご説明がございましたが、それに

関連いたしましてＪＲ貨物の立場を２点説明させていただきます。 

 まず１点目ですが、国が公表されましたＪＲ北海道さんへの支援項目に「貨物列車走行線区にお

ける貨物列車の運行に必要な設備投資及び修繕等への支援」が明確に示されたことに感謝申し上げ

たいというふうに思います。 

 ＪＲ北海道さんの再生は、国鉄改革を経て同時に誕生しました、手前どもＪＲ貨物の今後の事業



においても大きな関連性があるとともに、ＪＲ貨物の使命は、国全体で問題になっております労働

力不足や人手不足に対応しまして、環境面での負荷を軽減した生産性と効率性の高い「よりよい物

流サービスをご提供していくこと」にございまして、この使命は、新幹線札幌開業後も変わるもの

ではなく、ＪＲ貨物は、国、道、地域、経済界、お客様、ＪＲ北海道さんと連携をいたしまして、引

き続き、北海道経済を支えるべく努力して参ります。  次に２点目でございますが、２０３０年

における北海道－本州間の物流のあり方についてでございます。 

 ＪＲ貨物は、これまで青函共用走行における新幹線の高速化について、時速１６０kmへの引き上

げや、高速化に向けた試験などにおいて最大限の協力をさせていただいておりますが、国の考え方

の最後にございます「国は、平成４２年度末における北海道新幹線の札幌延伸を見据えて、東京と

札幌を結ぶ新幹線の最大限の高速化を実現するための方策について、北海道と本州の間の物流の確

保に十分配慮した上で必要な検討を進める」と示されているところでございます。   

 これに関連いたしまして、弊社といたしましても２０３０年の北海道－本州間の物流のあり方に

つきまして、鉄道貨物輸送の特性である生産性の高い物流を安定的にご提供していくための検討を

進めていきたいというふうに考えております。 

 以上、今後ともＪＲ貨物は北海道の暮らしと経済を支えるべく努力してまいりますので、どうぞ

よろしくお願い申し上げます。以上でございます。 

 

（黒田交通企画監） 

 出席者の皆様から一通りご発言をいただきました。地域の関係者の方々からのご発言をざっとま

とめますと、知事からは地域負担の縮小の話と地財の必要性について、あるいは検証の具体の仕組

みづくり、さらには鉄道よりも他の交通手段が適している線区に対する対応についてといったよう

なことが出されました。 

 また、菊谷会長の方からはバスの運転手の確保の課題ですとか、過疎地域と非過疎地域のバラン

スある支援のありかた、こういった問題提起があったかと思います。棚野会長からは平成３１年、

３２年の２年間の位置づけ、進め方の問題提起、さらには観光列車の必要性等について指摘があっ

たかと思います。 

 こういった点を踏まえてそれぞれこれから自由にご発言をお願いしたいと思いますが、最初に蒲

生局長の方からこれらの発言についてコメントをいただければと思います。 

 

（蒲生鉄道局長） 

 私の方から、今いただいたご意見につきまして、この段階で話せることにつきましてご説明さし

あげたいと思います。まず地域の負担に関しまして、法的根拠に関しまして、それぞれの議会の皆

様との関係等々で色んな説明に関して大きなハードルがあるということを改めて承りました。 

 我々といたしましては地域公共交通に関しまして、ここ１０年、２０年の動きなども踏まえなが

ら地域と公共交通のあり方に関しましての考え方を再度整理いたしまして、しっかりとまたご説明

するような機会をいただきたいと思っております。 

 いずれにいたしましても、やはり地域公共交通は事業者さんと国と地域の三者が一体となって維

持していくということが必要になってくると思いますし、それぞれの地域の実情にあわせて、それ

ぞれの責任のあり方も変わってくる部分もあるのかなということを改めて思いましたので、それに

関しましてまた整理したいと思っております。 

 地域の支援に関しまして、負担がどの程度になるのだろうかということとか、それぞれの自治体

におきまして、財政規模などにも大きな差があることも承知いたしましたので、そういったことを、



この場で承ったうえで、総務省との調整に関しましても精力的に当たりたいと思っておりますし、

その過程におきましても、色々とまたご相談さしあげることになるのかなという風に思っておりま

す。 

 検証でございますけれども、検証に関しましてはいくつかの段階の検証がございます。 

 まず、やはり集中改革期間の２年間、３１年度と３２年度、この部分に関しましてやはりもう時

間が足りないんじゃないのかとご心配があるということでございます。 

 集中改革期間に関しましては、やはり我々一つ２年間を取り上げておりますのは、３３年の１月

に開催される国会で債務等処理法を改正するためには、再度申し上げて恐縮ですけど国民の理解が

必要だと、国民の代表である国会議員の先生方に納得していただけるような説明、取組方の状況を

ご説明する必要があるというところでございます。その際にやはり３１、３２年度でこういったこ

とを、例えば取組が進んでますと。こういったことをやりましたということを、この２年間、事業計

画にこういったことというものをアクションプランみたいなものを作っていただきたいというイメ

ージを持っています。こういったことを地域と一緒に会社がやってます、地域でもこういう取組を

しています。そういったものが最低必要があろうかと思ってます。 

 ただ、そういう段階ですぐに経営面でＶ字カーブということになりにくいと思っておりますので、

地域でこういう動きが始まっているということを説明したいと思っています。そういうことをこの

２年間で計画に盛り込んでいただいて、ＪＲ北海道さんの方で地域のご意見を聞いて、計画に盛り

込むと。それを少しでも前に進めてもらうと。我々はそれを検証という形で確認して国会でもご理

解いただくために使いたいと思っていますし、ひいてはＪＲ北海道さんの経営に良い面が出てくる

ということになっていけば良い形に回っていきますので、国の支援を責任を持って続けるためにも、

この２年間という取組が非常に重要で、待ったなしというのはそういう意味で冒頭申し上げた部分

でございますが、やり方とすればそんな緻密なことはそこまで出来ないと思っていますが、ただや

はりしっかりした形で検証できるＫＰＩとか、そういったできるものはしっかり盛り込みたいとい

うことで、今後、道庁さんを通じましてじっくりとご議論させていただくという形になります。こ

の辺につきましては、道庁と我々で相談を開始している段階ですので、そういったものの中身につ

きましても、またご地元の方でもご意見を聞いた上で作っていきたいという風に思っているところ

でございます。 

 あと、先ほど赤線区の話がございました。これに関しましては今年の３月に道庁さんの方で策定

いただいた北海道交通政策総合指針、非常におそらく大変な苦労があったんじゃないかということ

で拝読したんですけれども、あそこに盛り込まれている考え方というのは道がまとめたということ

で、ご地元のご意見を踏まえてやってる部分が多々あると思っていますので、そういった指針をベ

ースに尊重しながらやるのが基本だと思っておりますし、繰り返しになりますけど、こういったこ

とを進めるには地元の方とじっくり議論をするというのも必要だと思っておりますので、そういっ

た意味では指針をベースに進めていくのかなという風に思っております。 

 後は国の責任の問題に関しましてお話がございました。我々としては、今まで累次に渡りまして

国の責任の一つの取り方という言い方は変ですけれども、国が責任を持つということで、ＪＲ北海

道に対しまして鉄道運輸機構を通じて特例勘定を使っての支援などを累次やって参りました。ただ、

冒頭の仕組みとして３１年前の国鉄改革時の経営安定化基金というものが当時７．３％の利率で設

定したものが今は３％台ということで、その辺の乖離があると。実際、当初予定していた金利によ

る差額を埋めても、まだまだ埋まっていない部分がある。その一方で、道路が、高速道路なども６．

５倍伸びたと。６２年の頃とですね。さらに人も減ってきていて高齢化が進んできている。埋めき

れてないのも承知しております。なので、この２年間で先ほどのような形でしっかりやる形で、今



度もまた国の責任で特例勘定を使った形での支援を続けたいということで今回色んな形でお願いを

さしあげている。 

 私も３４年前役所に入った時に、国鉄改革の部署に入りまして、当時そういったものに携わった

者の一人として、こういったことを今、局長の立場で仕事に携われるのはある意味一つの縁だった

のかなと思っており、そういったものもしっかり胸に留めながら仕事をしていきたいと思っており

ますので、引き続きご指導いただければと思っています。 

 観光列車の話とか、７空港のコンセッションのような新しい観光の動きが北海道でどんどん出て

いるというのは非常に我々にとっても心強いお話だと思っています。昨日、私は千歳空港から入り

まして、新十津川町まで札沼線に乗って参りましたけれども、結構外国人の方なども駅も含めて色

んなところにいらっしゃったりとか、そういう意味で北海道の持っている観光の魅力というか、潜

在力は非常に大きなものがあるなと改めて感じておりますし、駅前なども非常に発展しているなと

いうのも、久しぶりに参りましたので改めて感じました。そういう意味で、新しい発想で取り組め

と棚野会長から激励というか、お話だと思いますので、今観光というのは我が国の成長産業として

重要な産業ですし、その中で北海道が一番潜在力を持っているというのは皆さんおっしゃっている

こと。その中でアクセス、二次交通も含めて公共交通をどうしていくかというのは大きな課題だと

思っていますので、そういった意味で今回のこの７月２７日の我々の考え方をご提示さしあげて、

それをベースに出発点として地元の方々のご意見をしっかり聞いた上で国も責任を持って進めてい

くといのは基本的な考え方の進め方だと思っていますので、そういった面でしっかり取り組みたい

と思います。ただ、２年後の法律の改正という部分を考えますと、スピード感というのが一定程度

必要だということはご理解いただきたいと思います。 

 あと、トラックドライバーも含めて、バスの運転士さんも非常に不足で困っております。私も公

共交通に携わった時期がありましたけど、路線が切れていくのは儲からないからじゃなくて、ドラ

イバーがいなくて切れちゃうというケースが非常に最近多く見えるようになって参りました。ＪＲ

北海道のそういった責任を持つ方と今日午前中に話したのですけれども、ドライバー不足というの

がどうなのと話をしたところ、やはり色々とどの地域も、北海道もそういった面が非常に強くなっ

てきていると。ただ、ＪＲ北海道とすれば色んな工夫なり、自分たちの会社の責任でしっかりドラ

イバーさんを確保してバス転換した後についても、しっかり責任を持ちたいということもおっしゃ

ってましたので、そういう気持ちを持っていることはしっかり我々行政の方でも受け止めた上で、

元々バス運転手をどうするかというのは自動車局の方でも大きな課題でありますので、そういった

面も含めた形で取り組んでいきたいと思っているところでございます。 

 同水準の話の議論がございました。非常に地域の皆様にとってはインパクトがあるというか、そ

ういうものに映ったのかなと思います。我々は同額という形ではないという表現を使っております

が、いずれにいたしましてもそれぞれの地域の実情を聞いた上で最終的にどういう風にしていくか

ということはまた相談させていただきたいと思っておりますが、ただ地域の方にとっても一つそう

いった負担をすることが、地域の公共交通をどうするかという議論に係り、その地域の公共交通を

維持して使おうという一つのきっかけになればという部分は我々期待しているところでもあります。

ただ、額の問題に関しましてはそれぞれの事情があるでしょうから、色々ご相談させていただきた

いと思っているところでございます。 

 いずれにいたしましても繰り返しになりますけど、今回の議論も７月２７日を出発点としてしっ

かりと今後議論をしながら進めたいと思います。改めてお願い申し上げます。よろしくお願いしま

す。 

 



（道市長会 菊谷会長） 

 今、局長のお話を聞いて、ちょっと安心して、非常に良い感じできているなと感じましたので、

我々も協力して頑張っていきたいなと思います。 

 一番心配なのは、島田社長に申し訳ないのですけども、社長がいくらがんばっても、ＪＲ北海道

の社員が本気になって一緒にがんばろうという気にならないと、なかなかうまくいかないと思うの

が一つと、それから棚野会長がおっしゃったように、市町村ともっと連携を取ってやらないと、急

にＪＲ北海道の社員が増えるわけではありませんから、我々も補完する力としていかなければいけ

ないので、この連携をきちっとしなければいけないので、個人的にすごい心配しているのは、社員

のモチベーションはどうなのかなと、すごく感じますので、そこら辺を一つよろしくお願いいたし

ます。 

 

（道町村会 棚野会長） 

 ようやく、スタートラインに立ちました。国とＪＲにお願いしたいのは、今後、地域と協議すると

きに、モノの言い方を少し考えていただきたい。 

例えば、地域の負担に関して、国と同水準ですよと、それが地域の責任のような、負担をするのが

当たり前のような言い方をされると、非常に議論が難しくなります。ようやくここまで来られたと

いう気持ちで応えていただかなければ、何かしら高圧的な言い方にとられてしまい、せっかく今ま

で真摯に協議したことが、違う方向に行ってしまうのではないか。そのことを十分配慮していだき

たい。 

これからの２年間が非常に大事だと思っています。我々地域は、今後どうあるべきかを真剣に考

えています。しかし、いきなり負担の議論をしながらだと、気持ちが前に出てこなくなる。このこと

を十分配慮した中で、２年間ということ（国が責任をもってＪＲを支える）を受け止めていただき

たいと、改めてお願いします。 

 

（ＪＲ北海道 島田社長） 

 棚野会長からご指摘のありましたことは重く受け止め、これまでも取り組んできたつもりではあ

りますが、より一層、地域のご理解をいただけるように、ＪＲ北海道の再生だけではなく、地域公共

交通をしっかり持続性を可能にしていくためにも、丁寧なご説明に引き続き取り組んでまいりたい

と思います。 

 加えまして、当然のことではありますが、菊谷会長からご指摘のありました社員全員で、死にも

のぐるいで、経営改善の取組をお見せしていくということが、何よりもご理解を進めるためにも、

大事であると思います。 

 そうした過程において、これまでもご提起を各種いただいておりますが、地域における観光列車

等々の取組についても、まずは身の丈にあったところからということになってしまう部分はありま

すが、国からのご支援をいただいて、今、いろいろな議論を進めていただいているものもあります

ので、こうした仕組みを活用させていただきながら、私どもなりに地域の観光活性化にお手伝いで

きるような具体例も作っていく必要があるのではないかと考えているところです。 

 今後、具体的な収支の見通しについて、どのような形でご説明をしていくかということについて

は、作業しながら国ともご相談し、ご指導いただきながらできるだけ早い時期にご説明をできるよ

うにしていく必要があると思っております。 

 私どもとしては、いわゆる３つの赤字、関連事業を含みます「黒線区の赤字」、「新幹線の赤字」、

「維持困難線区の赤字」、このそれぞれをどのような形で改善していくのかということが求められて



おります。残念ながら「黒線区の赤字」解消の取組というのは、様々な取組はただちに始める必要は

ありますが、大きな改善効果がでてくるのは、国からの支援をいただいて、所謂経営基盤の強化を

行って改善をしていくことが必要となります。残念ながら、２年間の中でそれを数値としてお出し

するのは中々難しい、ということについてもご理解をいただきたいと思います。 

 ２つ目の「新幹線の赤字」についても、今回、青函トンネルの維持更新についての国の支援の考え

方が示されましたが、こうしたものを含みながら、抜本的には札幌開業においてこの問題を解決し

ていかなければならない。それまでの間は、私どもは、やはり収入の拡大、そしてそれが、北海道全

体の道内全域に対する効果として現れるような取組を、ＪＲ東日本さんのご協力もいただきながら

進めていく必要があると考えております。 

 「維持困難線区の赤字」については、これも２年間の中で具体的な成果を出していくというのは、

中々難しいところもありますが、先ほど蒲生局長から具体的に丁寧に、考え方や２年間の検証のあ

り方を含めてご説明をいただきましたので、取組のメニューを１つ１つ実行して、これが国民全体

の理解につながるように、棚野会長、菊谷会長のいろいろなご指導・ご協力をいただきながら、地域

と連携をして取り組んでまいりますので、今後ともよろしくお願いいたします。 

 

（ＪＲ貨物 真貝社長） 

 ＪＲ貨物といたしましては、お話もございましたけれども、労働力不足というようなことで、特

にトラックドライバー不足というところがかなり深刻化している中で、先ほど申し上げましたよう

に、ＪＲ貨物、鉄道輸送の特性でございます大量輸送、あるいは、環境負荷が低いというような特性

をさらに発揮をしていくというようなことで、北海道さんにとっても、あるいは各地域、特にその

貨物列車が走行している周辺の地域にとって、貨物列車が果たしている、鉄道が果たしている物流

面での役割ですね、地域経済、あるいは生活というところに、非常に役に立っていると。こういう役

割なり、使命というようなものを今後とも関係の方々に十分ご理解いただくようにやってまいりた

いという風に思っているところでございます。 

 

（黒田交通企画監） 

 ありがとうございます。このほか、何かございますでしょうか。 

 なければ、最後に知事からまとめということで、ご発言をお願いします。 

 

（高橋知事） 

 ご着任早々の蒲生局長におかれては、お忙しい中、お越しいただき、また、丁寧なご説明をいただ

いたこと、改めて心から感謝を申し上げます。また、冒頭のご説明の後、私ども地域三者からの意

見、そして疑問などについても、地域の負担とか、それから地財措置などについても、今段階でのご

説明をいただいたことに対しても、感謝を申し上げたいというふうに思います。 

 今日の議論の中で、特に我々、地域サイドからの議論の中で、やっぱり我々が不安で、かつどうな

るのかと思っているのは、支援の規模、全体がどのようになるのか、そのことが、国と地方の負担が

同水準ということとも絡まって、我々の不安というか、関心事の一番大きなところと思うわけでご

ざいまして、そして、それのことと絡めて、また地財措置がどのようになるのかという点も、大変不

安を持っているところでございます。 

 こういった点については、国交省鉄道局におかれましては、財務省、総務省など、関係省庁との協

議をしっかりと行っていただくことを改めてお願いを申し上げたいと思う次第であります。 

 そして、私ども道庁がオール北海道の議論の中で策定しました交通指針の考え方を重視するとい



うことを局長からおっしゃっていただきました。その交通指針の中においては、地域との丁寧な議

論ということを何回も書いていると同時に、その地域が国と一緒になって、ＪＲさんの自助努力を

前提として、ＪＲ北海道の鉄路というものを支えていくということも書かせていただいているのも

事実でございまして、私どもはこういった思いの中で、局長、今日、改めておっしゃっていただいた

地方の負担について、丁寧に根拠の説明を改めてすると、まとめて整理をするとおっしゃっていた

だきました。そのこともよろしくお願いを申し上げたいと思います。 

 そういったことも踏まえて、さらに、地域の実情や意見を踏まえ、地域と十分協議をしていただ

いた上で、支援制度の構築を図っていただくよう、重ねてお願いを申し上げる次第であります。 

 また、ＪＲ北海道におかれては、社長の方から、これからの経営改革努力についてのお話を決意

表明をいただきました。グループ全体を挙げてのコスト改革、意識の改革などの経営努力に加えま

して、貨物列車の走行、あるいは青函トンネルの維持管理に係る負担軽減への支援など、今回、国交

省から示された考え方を踏まえ、収支を含めた具体的な経営の見通しを示すことが、地域での検討・

協議を進めていく上でも大変重要でございますから、早急にそのことについて検討をしていただき、

ご提示をいただければとこのように思う次第であります。 

 ＪＲ貨物の社長におかれても、ご新任でお忙しい中、誠にありがとうございました。 

 大量輸送を活用しての物流として、北海道を支えていくというお話、また、青函トンネルの中に

おける新幹線高速化に向けても、最大限協力するという話、大変、私どもにとってもありがたいお

話をいただき、引き続き、ご協力を心からお願いを申し上げる次第であります。 

 また、今日は、ご出席は無いわけでありますけども、ＪＲ東日本さんにおかれても、これは国交省

さんの方から最大限の支援、協力を求めると。人的支援、今までもいただいております。そして、技

術支援、観光分野への協力など、最大限を協力を求めるというお話を、この資料にも書いていただ

いておりまして、このことにつきましても、ＪＲ東日本さんにも心から感謝と、引き続きのお願い

を申し上げたいと、このように思う次第であります。 

 今後、我々道庁といたしましては、今回の関係者会議の場でお示しをいただいた国からの考え方

というものを本格的な議論の出発点といたしまして、道議会でもしっかりご議論をいただきたいと

思います。そのことと並行して、地域での検討、協議の場にも今まで以上に積極的に、私ども道庁も

参加をさせていただき、情報提供を行う中で、地域の協力、支援のあり方について、関係市町村の皆

様方との協議をさらに加速をさせ、道内における生活の足の確保、そして、観光立国の中で、北海道

にも観光客の方々がどんどん増えております。そういった方々の足の確保を含めて、持続的な鉄道

網の確立に向けて取り組んでまいりたいと思う次第であります。 

 まだスケジュール調整はこれからではございますが、次の４回目になるのですか、また開かせて

いただきたいと思います。また日程調整させていただきます。よろしくお願いをいたします。本日

は、本当にありがとうございました。 

 

（黒田交通企画監） 

 以上で終了させていただきます。ありがとうございました。 

 

                                                                          以上 


